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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第60期

第３四半期
連結累計期間

第61期
第３四半期
連結累計期間

第60期

会計期間

自平成27年
　４月１日
至平成27年
　12月31日

自平成28年
　４月１日
至平成28年
　12月31日

自平成27年
　４月１日
至平成28年
　３月31日

売上高 （千円） 8,148,253 7,795,876 10,747,706

経常利益 （千円） 613,261 681,814 647,619

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純利益
（千円） 362,157 472,463 312,300

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 220,328 166,326 △547,244

純資産額 （千円） 30,241,074 29,472,524 29,473,501

総資産額 （千円） 31,999,411 31,399,283 31,383,541

１株当たり四半期（当期）純利益

金額
（円） 30.93 40.61 26.70

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 94.5 93.9 93.9

 

回次
第60期

第３四半期
連結会計期間

第61期
第３四半期
連結会計期間

会計期間

自平成27年
　10月１日
至平成27年
　12月31日

自平成28年
　10月１日
至平成28年
　12月31日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 12.32 17.50

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

 

２【事業の内容】

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社および当社の関係会社）が営む事業の内容について、重

要な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第３四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記

載した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ(当社及び連結子会社)が判断

したものであります。

 

(1）業績の状況

　当第３四半期連結累計期間における世界経済は、米国においては個人消費を中心に堅調に推移し、欧州では緩や

かな回復が継続しましたが、中国など新興国で成長の鈍化が続いたほか、英国のＥＵ離脱や米国の大統領選挙など

により為替が乱高下し、先行きの不透明感が強まりました。一方、わが国経済は、雇用環境の改善が見られたもの

の、個人消費の低迷や11月までは円高が続いたことなどにより、「踊り場」局面が継続しました。

　このような経済情勢の下で、当社グループは既存の電機市場に加え、自動車ビジネスをはじめとした、新たな柱

となる事業基盤の整備強化に注力してまいりました。しかしながら、円高に伴う外貨建て売上高の円換算額減少な

どにより、当社グループの当第３四半期連結累計期間の売上高は7,795百万円（前年同期比4.3％減）となりまし

た。一方、利益につきましては、売上原価の低減や販売費及び一般管理費の削減により、営業利益は557百万円

（前年同期比41.4％増)、経常利益は681百万円（前年同期比11.2％増)、親会社株主に帰属する四半期純利益は472

百万円（前年同期比30.5％増）と、それぞれ増益となりました。

 

(2）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

(3）研究開発活動

　当第３四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、407百万円であります。

　なお、当第３四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 39,500,000

計 39,500,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成28年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成29年２月13日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 13,079,525 13,079,525
名古屋証券取引所

市場第二部
単元株式数100株

計 13,079,525 13,079,525 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数

（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成28年10月１日～

平成28年12月31日
－ 13,079,525 － 2,770,000 － 3,915,130

 

（６）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成28年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。

①【発行済株式】

平成28年12月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式　1,451,100 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 11,607,400 116,074 －

単元未満株式 普通株式　　 21,025 － －

発行済株式総数 　　　　 13,079,525 － －

総株主の議決権 － 116,074 －

　（注）　「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が1,700株、議決権が17個含まれてお

ります。

②【自己株式等】

平成28年12月31日現在
 

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

北川工業株式会社
愛知県稲沢市目比
町東折戸695番地
１

1,451,100 － 1,451,100 11.09

計 － 1,451,100 － 1,451,100 11.09

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成28年10月１日から平

成28年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成28年４月１日から平成28年12月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、太陽有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度

(平成28年３月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成28年12月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 12,269,898 12,913,746

受取手形及び売掛金 2,591,332 ※ 2,580,277

電子記録債権 191,542 ※ 430,128

有価証券 6,257,330 5,999,892

商品及び製品 595,079 558,052

仕掛品 106,246 103,186

原材料及び貯蔵品 141,499 155,482

その他 323,076 290,230

貸倒引当金 △3,006 △2,557

流動資産合計 22,472,997 23,028,439

固定資産   

有形固定資産   

土地 3,373,648 3,374,423

その他（純額） 2,998,672 2,744,580

有形固定資産合計 6,372,320 6,119,003

無形固定資産   

その他 606,106 512,488

無形固定資産合計 606,106 512,488

投資その他の資産   

投資有価証券 570,503 521,770

その他 1,379,843 1,236,561

貸倒引当金 △18,230 △18,981

投資その他の資産合計 1,932,116 1,739,351

固定資産合計 8,910,543 8,370,843

資産合計 31,383,541 31,399,283

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 561,708 499,531

未払法人税等 76,290 167,292

賞与引当金 188,990 91,165

その他 498,156 525,561

流動負債合計 1,325,145 1,283,550

固定負債   

退職給付に係る負債 371,732 305,134

長期未払金 82,650 83,419

その他 130,512 254,653

固定負債合計 584,894 643,207

負債合計 1,910,040 1,926,758
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度

(平成28年３月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成28年12月31日)

純資産の部   

株主資本   

資本金 2,770,000 2,770,000

資本剰余金 3,915,130 3,915,130

利益剰余金 23,834,467 24,167,254

自己株式 △1,841,976 △1,869,602

株主資本合計 28,677,621 28,982,781

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 302,569 268,481

為替換算調整勘定 493,310 221,261

その他の包括利益累計額合計 795,880 489,743

純資産合計 29,473,501 29,472,524

負債純資産合計 31,383,541 31,399,283
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年12月31日)

売上高 8,148,253 7,795,876

売上原価 4,161,890 3,914,749

売上総利益 3,986,363 3,881,126

販売費及び一般管理費 3,591,645 3,323,185

営業利益 394,717 557,940

営業外収益   

受取利息 66,177 50,131

受取配当金 6,943 8,710

為替差益 40,813 18,640

その他 117,525 59,651

営業外収益合計 231,460 137,134

営業外費用   

支払利息 694 830

売上割引 1,653 1,979

賃貸収入原価 5,150 4,996

その他 5,416 5,453

営業外費用合計 12,916 13,260

経常利益 613,261 681,814

特別利益   

固定資産売却益 335 69

特別利益合計 335 69

特別損失   

固定資産売却損 19 －

固定資産除却損 3,398 11,282

特別損失合計 3,418 11,282

税金等調整前四半期純利益 610,179 670,600

法人税等 248,022 198,137

四半期純利益 362,157 472,463

親会社株主に帰属する四半期純利益 362,157 472,463
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年12月31日)

四半期純利益 362,157 472,463

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 65,759 △34,087

為替換算調整勘定 △207,588 △272,049

その他の包括利益合計 △141,828 △306,137

四半期包括利益 220,328 166,326

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 220,328 166,326

非支配株主に係る四半期包括利益 － －
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用）

　法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」(実務

対応報告第32号　平成28年６月17日)を第１四半期連結会計期間に適用し、平成28年４月１日以降に取得した

建物附属設備及び建築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

　当該変更に伴う損益に与える影響は軽微であります。

 

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

　税金費用については、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会

計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

ただし、当該見積実効税率を用いて税金費用を計算すると著しく合理性を欠く結果となる場合には、法定実効

税率を使用する方法によっております。

 

（四半期連結貸借対照表関係）

※　四半期連結会計期間末日満期手形等

　四半期連結会計期間末日満期手形等の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をしております。

なお、当四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手形等が

四半期連結会計期間末日残高に含まれております。

 
前連結会計年度

（平成28年３月31日）
当第３四半期連結会計期間
（平成28年12月31日）

受取手形 －千円 47,242千円

電子記録債権 － 7,342

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四

半期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成27年４月１日
至　平成27年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成28年４月１日
至　平成28年12月31日）

減価償却費 502,203千円 454,443千円
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　平成27年４月１日　至　平成27年12月31日）

配当に関する事項

配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年６月25日

定時株主総会
普通株式 106,004 9.00 平成27年３月31日 平成27年６月26日 利益剰余金

平成27年11月10日

取締役会
普通株式 69,906 6.00 平成27年９月30日 平成27年12月10日 利益剰余金

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　平成28年４月１日　至　平成28年12月31日）

配当に関する事項

配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年6月28日

定時株主総会
普通株式 69,906 6.00 平成28年３月31日 平成28年６月29日 利益剰余金

平成28年11月10日

取締役会
普通株式 69,770 6.00 平成28年９月30日 平成28年12月２日 利益剰余金

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

前第３四半期連結累計期間（自平成27年４月１日　至平成27年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自

平成28年４月１日　至平成28年12月31日）

「コンポーネント」事業の売上高、営業利益及び資産の金額は、いずれも全事業の90％を超えているため、

記載を省略しております。

 

（企業結合等関係）

該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成27年４月１日
至　平成27年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成28年４月１日
至　平成28年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額 30円93銭 40円61銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額（千
円）

362,157 472,463

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純
利益金額（千円）

362,157 472,463

普通株式の期中平均株式数（千株） 11,710 11,635

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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２【その他】

　平成28年11月10日開催の取締役会において、平成28年９月30日現在の株主名簿に記載または記録された株主もしく

は登録株式質権者に対し、次のとおり中間配当を行うことを決議いたしました。

(1）配当金の総額………………………………………………69,770千円

(2）１株当たりの金額……………………………………………６円00銭

(3）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………平成28年12月２日
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成29年２月９日

北川工業株式会社

取締役会　御中

 

太陽有限責任監査法人

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 高　木　勇

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 岡　田　昌　也

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている北川工業株式会

社の平成28年４月１日から平成29年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成28年10月１日から平成

28年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成28年４月１日から平成28年12月31日まで）に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、北川工業株式会社及び連結子会社の平成28年12月31日現在の財政状態

及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要

な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

　（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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